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 これから薬剤師・薬局が果たす役割 
 
     
 
       
  

        
 
  

  
 
     

            日本薬剤師会  
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人口ピラミッドの変化 
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1人当たり社会保障給付費 
年金 

福祉その他 

医療 

一人当たり社会保障給付費（右目盛） 

2010 
(平成22) 

1990 
（平成2) 

1980 
（昭和55) 

1970 
（昭和45) 

1960 
（昭和35) 

1950 
（昭和25) 

（兆円） （万円） 

47.2 

24.8 

3.5 

0.1 0.7 

104.7 

2000 
（平成12) 

 2015 
  (予算ﾍﾞｰｽ) 

資料：国立社会保障・人口問題研究所「平成24年度社会保障費用統計」、2013年度、2014年度、2015年度（予算ベース）は厚生労働省推計、 

    2015年度の国民所得額は「平成27年度の経済見通しと経済財政運営の基本的態度（平成27年2月12日閣議決定）」 

（注）図中の数値は、1950,1960,1970,1980,1990,2000及び2010並びに2015年度（予算ベース）の社会保障給付費（兆円）である。 

116.8 

  1970 1980 1990 2000 2010 
2015 

(予算ﾍﾞｰｽ) 

 国民所得額（兆円）Ａ 61.0  203.9  346.9  375.2  352.7  376.7 

 給付費総額（兆円）Ｂ 3.5(100.0%) 24.8(100.0%) 47.2(100.0%) 78.1(100.0%) 
104.7(100.0%

) 
116.8(100.0%) 

（内訳） 年金 0.9( 24.3%) 10.5( 42.2%) 24.0( 50.9%) 41.2( 52.7%) 53.0( 50.6%) 56.2( 48.1%) 

          医療 2.1( 58.9%) 10.7( 43.3%) 18.4( 38.9%) 26.0( 33.3%) 32.9( 31.4%) 37.5( 32.1%) 

          福祉その他 0.6( 16.8%) 3.6( 14.5%) 4.8( 10.2%) 10.9( 14.0%) 18.8( 17.9%) 23.1( 19.8%) 

Ｂ／Ａ 5.77% 12.15% 13.61% 20.83% 29.68% 30.99% 

78.1 

社会保障給付費の推移 



社会保障・税一体改革で目指す将来像 

厚生労働省資料 



医療・介護機能再編の方向性イメージ 

厚生労働省資料 



出典：平成２５年３月 地域包括ケア研究
会報告書 

「地域包括ケアシステムの構築における今
後の検討のための論点」より 

○ 団塊の世代が７５歳以上となる２０２５
年を目途に、重度な要介護状態となって
も住み慣れた地域で自分らしい暮らしを
人生の最後まで続けることができるよ
う、医療・介護・予防・住まい・生活支援
が一体的に提供される地域包括ケアシ
ステムの構築を実現。 

○ 今後、認知症高齢者の増加が見込ま
れることから、認知症高齢者の地域での
生活を支えるためにも、地域包括ケアシ
ステムの構築が重要。 

○ 人口が横ばいで７５歳以上人口が急
増する大都市部、７５歳以上人口の増加
は緩やかだが人口は減少する町村部
等、高齢化の進展状況には大きな地域
差。 

○ 地域包括ケアシステムは、保険者であ
る市町村や都道府県が、地域の自主性
や主体性に基づき、地域の特性に応じ
て作り上げていくことが必要。 

 
地域包括ケアシステム 

 

厚生労働省資料より作成 



地域における医療及び介護を総合的に確保
するための仕組み 

厚生労働省資料 



【特別養護老人ホーム・
老人保健施設】

【在宅介護サービス】

【急性期病院】

【高度急性期
病院】

【回復期病院】

・医師・看護師を多く配置

・質の高い医療と手厚い看
護により、早期に「急性期後
の病院」や「リハビリ病院」に
転院可能

・いつでも必要な場合に往診してくれる医
師が近くにいて、必要な訪問看護サービ
スを受けることができる。

在宅
医療

・サービス付き高齢者向け住宅
や有料老人ホームなど高齢者
が安心して暮らせる多様な住ま
い

老人クラブ・自治会・ボランティア・ＮＰＯ 等

【生活支援・介護予防】

・ボランティア、ＮＰＯ等の多様な主体による見守り、配食、
買い物支援等の生活支援サービスが充実
・社会参加が推進され地域での介護予防活動が充実

・２４時間対応の訪問介護・看
護サービス、小規模多機能型
居宅介護等により、高齢者の
在宅生活を支援

入院医療 介護

「地域包括ケアシステムの整備」
医療、介護、住まい、予防、生活支援サービ
スが身近な地域で包括的に確保される体制
を構築

連携強化

・病院の退院調整スタッフが連携先の
身近な病院を紹介
・自分で転院先を探す必要がない

【慢性期病院】

・身近なところで集中的なリハビ
リを受けることができる。

・早期の在宅復
帰、社会復帰が
可能

発症
住まい

（患者さん・家族）

・地域の拠点として在宅介護サービス等も積極的に展開

外来
医療

歯科
医療

薬局

医師、歯科医師、薬剤師、看護師、介護支援専門員その他の専門職（※）の積極的な関与のもと、
患者・利用者の視点に立って、サービス提供体制を構築する。

有床
診療所

※保健師、助産師、診療放射線技師、臨床検査技師、理学療法士、作業療法士、視能訓練士、臨床工学技士、義肢装具士、救急救命士、
言語聴覚士、歯科衛生士、歯科技工士、あん摩マッサージ指圧師、はり師、きゅう師、柔道整復師、栄養士、社会福祉士、介護福祉士等

医療・介護サービス提供体制改革後の姿（サービス提供体制から） 

 
 

厚生労働省資料 



 
続く薬局・医薬分業への指摘 

  

 ○経済財政運営と改革の基本方針２０１４（骨太） での指摘 

  ・医薬分業の下での調剤技術料、薬学管理料の妥当性・適正性の検証 

 ○薬歴未記載問題 

  ・薬のカルテ１７万件未記載 薬歴未記載またも２０店舗 ７．８万件  

 ○規制改革会議公開ディスカッション  

  ・医薬分業における規制の見直し 

 ○無資格調剤問題 

 ○財政制度審議会財政制度分科会 

 ○規制改革に関する第３次答申 

 ○経済財政運営と改革の基本方針２０１５（骨太）  

 ○規制改革実施計画 

 ○財政制度分科会 

  ・調剤報酬に係る改革の具体的方向性と検討・実施時期 

  

  
 

  

 

  

 

            

 



④情報連携のためのＩＣＴ基盤の構築 
  ①平成30（2018）年度までに医療情報連携ネットワークの全国への普及・展開 
  ②平成32（2020）年度までに医療現場のデジタル化として400床以上の一般病院の90％が電子カルテを導入 

⑤医療介護人材の確保・養成 
 ・ 地域医療支援センターの機能充実に向けた支援 
 ・ ナースセンターによる看護職員の復職支援強化（本年10月施行） 
 ・ 介護人材を質・量の両面から確保するため、「参入の促進」「労働環境の改善」「資質の向上」を推進 

高度急性期 急性期 回復期 慢性期 

①質が高く、効率的な医療提供体制⇒地域差の縮小 
 ・都道府県が提供体制と保険制度の両面から責任を果たす体制の確立 
                    ［今年度法改正（予定）、平成30（2018）年度施行］ 

 ・地域医療構想の策定支援、医療費適正化計画の前倒し・加速化 
     適正化指標の精緻化・「見える化」手法による地域差縮小 など 

                           ［平成30（2018）年度改定⇒前倒し］ 

 ・医療費適正化に取り組む市町村の支援 
   ［保険者努力支援制度（平成30（2018）年度～）の趣旨を現行補助制度に 

   前倒しで反映］ 

②プライマリケアの強化 
 ・「患者のための薬局ビジョン」の策定［年内公表予定］ 

   薬剤師がチームの一員として参画することを促進し、地域包括ケアを進化させる。 

 ・かかりつけ医の普及 
  ［平成26（2014）年度診療報酬改定で初めて評価 ・平成28（2016）年度改定で 

  更なる評価を検討、先行事例を収集・横展開］ 

③質が高く、効率的な介護サービス提供体制⇒適正な給付 
 ・介護保険事業計画に基づく自治体のＰＤＣＡの取組を支援 

      ［第６期計画：平成27（2015）年度～、第７期計画：平成30（2018）年度～］ 

 ・ 適切なケアマネジメントの推進、保険者ごとの給付分析等を通じた 
給付の適正化 
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 Ⅲ 重点改革事項② 地域包括ケアシステムの構築：医療介護サービス体制の改革 
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需要に応じた区分
へ（平成27（2015）

年度、都道府県へ
提示） 

【病床機能の再編、地域差の縮小】 

（現状の医療機能別の病床数） 

療養病床の入院受療率の地域差を縮小するよう地域が一定
の幅の中で目標を設定 

○地域包括ケアシステムとは・・・ 

 高齢者が住み慣れた地域でできる限り
自立した日常生活を営むことができるよ
う、医療、介護、予防、住まい、生活支
援が包括的に確保される体制をいう。 

患者のための薬局ビジョン 
～「門前」から「かかりつけ」､そして「地域」へ～ 

医薬分業の原点に立ち返り、57,000の薬局を患者本
位のかかりつけ薬局に再編 
･「立地から機能へ」  ：２４時間対応、在宅対応 
･「薬中心から患者中心へ」：服薬指導、処方提案 
             情報の一元的管理、 
             残薬解消、重複投薬防止 
･「バラバラから一つへ」 ： 

平成27年5月26日 経済財政諮問会議 塩崎厚生労働大臣提出資料より 



これからの医薬分業と薬局 

推進 

受取率向上 質の向上 

検証・評価 

門前 

+ アウトカム評価 プロセス評価 

+ 実績評価 ストラクチャー評価 

かかりつけ薬局 

安全性の確保 + 医療保険財政への貢献 

薬局単独 チーム医療（地域包括ケア） 

これまで   これから 



５．責任性
Accountability 

２．包括性
Comprehensiveness 

４．継続性
Continuity 

１．近接性
Accessibility 

く
す
り 

  

薬 局 の 特 性 

３．協調性
Coordination 

http://www.google.co.jp/url?sa=i&rct=j&q=&esrc=s&frm=1&source=images&cd=&cad=rja&uact=8&docid=85zXajk45hD63M&tbnid=hRdyhx5COfzRLM:&ved=0CAUQjRw&url=http://www.kitayaku.or.jp/center/center76.html&ei=hDKEU4G2IYz88QXeyIC4BQ&bvm=bv.67720277,d.dGc&psig=AFQjCNFT6WXlW3mvUa9CZUBtPX-EVHm90g&ust=1401259001830200


 どこの医療機関にかかっても同じ薬局で薬を受け取る患者は、年齢が高くなるにしたがって増加す
る傾向にあり、８０代以上においては約半数の患者がかかりつけの薬局を持っているとの回答であっ
た 

 受診後に薬を受け取る場所（医療機関、薬局） 

n=2,417 

40.3% 

19.4% 

40.7% 

28.7% 

34.8% 

40.8% 

44.6% 

40.2% 

39.5% 

50.4% 

48.7% 

64.5% 

48.1% 

54.3% 

55.5% 

49.3% 

44.8% 

50.0% 

49.7% 

38.4% 

8.6% 

9.7% 

11.1% 

12.2% 

6.9% 

7.6% 

8.6% 

8.0% 

9.2% 

6.8% 

1.0% 

0.0% 

0.0% 

3.0% 

1.2% 

1.6% 

0.3% 

0.8% 

0.8% 

0.4% 

1.5% 

6.5% 

0.0% 

1.8% 

1.6% 

0.7% 

1.7% 

1.0% 

0.8% 

4.0% 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体 

9歳以下(n=31) 

10代(n=27) 

20代(n=164) 

30代(n=247) 

40代(n=304) 

50代(n=359) 

60代(n=512) 

70代(n=489) 

80代以上… 

どこの医療機関にかかっても同じ薬局 受診した医療機関の付近にある薬局 
医療機関で薬剤師から 医療機関で薬剤師以外から 
その他 

※患者調査 

H27医療課委託調査（薬局の機能に係る実態調査） 

かかりつけ薬局の利用状況 



 患者が同じ薬局を利用するのは「信頼できる薬剤師がいる」、「自宅や職場・学校に近く便利」、「様々な
医療機関の薬をまとめて管理してくれる」といった理由によるものが多く、別々の薬局を利用するのは「医
療機関から近く便利」との理由が多数を占めていた。 

 別々の薬局を利用する理由（複数回答） 

90.1% 

1.5% 

10.0% 

16.0% 

5.6% 

5.7% 

2.1% 

11.5% 

11.0% 

22.3% 

1.8% 

1.3% 

0.1% 

3.2% 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

医療機関から近く便利だから 

安いから 

専門性の高い調剤を受けられるから 

待ち時間が短いから 

様々な医療機関の薬をまとめて管理してくれるから 

薬だけでなく、健康食品も含めて相談に乗ってくれ

るから 

薬をもらい帰宅した後も定期的に連絡をくれるなど、

気にかけてくれるから 

支払った価格の内容も含めて丁寧に説明・指導し

てくれるから 

それぞれの薬局に信頼できる薬剤師がいるから 

医療機関・医師とよく連携が取れているから 

プライバシーに配慮された設備が整っているから 

家族や知人に紹介されたから 

薬局の広告やホームページの情報をみて良いと

思ったから 

その他 n=1,177 

※患者調査 

H27医療課委託調査（薬局の機能に係る実態調査） 

49.0% 

19.5% 

24.3% 

36.8% 

20.5% 

10.3% 

21.5% 

51.1% 

20.6% 

4.1% 

11.5% 

0.5% 

2.7% 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

自宅や職場・学校に近く便利だから 

専門性の高い調剤を受けられるから 

待ち時間が短いから 

様々な医療機関の薬をまとめて管理してくれるか

ら 

薬だけでなく、健康食品も含めて相談に乗ってくれ

るから 

薬をもらい家に帰った後も定期的に連絡をくれるな

ど、気にかけてくれるから 

支払った価格の内容も含めて丁寧に説明・指導し

てくれるから 

信頼できる薬剤師がいるから 

医者との連携が十分に取れているから 

プライバシーに配慮された設備が整っているから 

家族や知人に紹介されたから 

薬局の広告やホームページの情報をみて良いと

思ったから 

その他 
n=973 

 同じ薬局を利用する理由（複数回答） 

患者が薬局を選択する理由 



 薬局に来局した患者に聞いたところ、約半数の患者がかかりつけ薬剤師と呼べる薬剤師がいると回
答しており、年齢が高くなるにしたがって、その割合は増加している。また、かかりつけ薬剤師を選択し
た理由としては、「薬に限らず何でも相談に乗ってくれるから」、「説明が丁寧だから」、「処方せんを
持っていなくても気軽に相談できるから」との回答が多くなっていた。 

 かかりつけ薬剤師と呼べる薬剤師がいるか 

n=2,410 

51.4% 

38.7% 

51.9% 

28.7% 

33.7% 

43.9% 

50.0% 

54.5% 

61.7% 

69.0% 

37.0% 

45.2% 

37.0% 

60.4% 

53.8% 

43.0% 

38.0% 

35.1% 

27.5% 

18.7% 

11.6% 

16.1% 

11.1% 

11.0% 

12.4% 

13.1% 

12.0% 

10.4% 

10.8% 

12.3% 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体 

9歳以下(n=31) 

10代(n=27) 

20代(n=164) 

30代(n=249) 

40代(n=305) 

50代(n=358) 

60代(n=510) 

70代(n=480) 

80代以上(n=252) 

いる いない 不明 

※患者調査 

H27医療課委託調査（薬局の機能に係る実態調査） 

かかりつけ薬剤師の有無 

 「いる」場合、その薬剤師をかかりつ
け薬剤師とした理由（複数回答） 

60.4% 

31.3% 

6.9% 

26.5% 

7.8% 

54.4% 

44.6% 

8.9% 

3.0% 

3.9% 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

薬に限らず何でも相談に乗ってくれる 

処方せんを持っていなくても気軽に相談できる 

自宅に来てくれる 

専門性の高い指導を受けられる 

薬をもらい家に帰った後も定期的に連絡をくれるな

ど、 

気にかけてくれる 

説明が丁寧 

人柄がいい 

地域での評判がいい 

紹介されたから 

その他 

n=1,239 



かかりつけ薬剤師・薬局のメリット 

• いつでも「薬」や「健康」に関して気軽に相談することができる。 

• いろいろな医療機関からの薬や一般用医薬品などの一元的・継
続的管理により、薬の重複投与や相互作用を防止できる。 

• 「薬歴」が充実し、よりきめの細かい服薬管理・指導が受けられ
る。 

• また、よりきめの細かい残薬対策を受けられる。 

• 服用薬の一元的・継続的なモニタリング（薬の効果や副作用な
ど）を受けることができる。 

• 在宅で療養する患者さんも、きめ細かい服薬管理・指導が受けら
れる。 

• 休日・夜間など、いざというときに相談などが受けられる。 

  

 

 

  
 

 



かかりつけ薬剤師・薬局とは 

かかりつけ薬剤師  

 患者が使用する医薬品について、一元的かつ継続的 

 な薬学管理指導を担い、医薬品、薬物治療、健康等に 

 関する多様な相談に対応できる資質を有するとともに、 

 地域に密着し、地域の住民から信頼される薬剤師。 
 

 かかりつけ薬局とは 

 地域に必要な医薬品等の供給体制を確保し、その施 

 設に従事する「かかりつけ薬剤師」が患者の使用する 

 医薬品の一元的かつ継続的な薬学管理指導を行って 

 いる薬局。 

  

 

  
 

 



説明用チラシ（A5） 掲示ポスター（A3） 



かかりつけ  

薬局・薬剤師機能 

＋ 

地域薬剤師会等に
よる地域医療・包
括ケア体制の整備 

セルフ       

メディケーション・ 

健康支援業務 

調剤業務 

医療安全 

適正使用 

コスト適正化 

地域活動 

国民との協力・啓発 

24時間・災害等体制 

学校薬剤師・薬乱防止 

在宅医療 

在宅復帰 

QOL確保 

医療安全 

コスト適正化 

 医薬品医療機器等法 
第一条の六（国民の役割） 

 国民は、医薬品等を適正に使用
するとともに、これらの有効性及び
安全性に関する知識と理解を深め
るよう努めなければならない。 ファースト・アクセス 

ラスト・アクセス チーム・アクセス 

ソーシャル・アクセス  医療法 第６条の２第３項 

「国民は、良質かつ適切な医療の効率
的な提供に資するよう、医療提供施設
相互間の機能の分担及び業務の連携
の重要性についての理解を深め、医療
提供施設の機能に応じ、医療に関する
選択を適切に行い、医療を適切に受け
るよう努めなければならない。」 

医療介護総合確保促進法 

医療計画（地域医療構想） 

介護保険事業（支援）計画 

薬剤師職能の推進 

健康サポート薬局 

在宅医療拠点事業 



これから薬剤師・薬局が果たす役割 

   健 康 維 持 増 進 ・ 予 防 で の 関 わ り            

健康 発症 重症化・要介護 

一次予防 二次予防 
早期対応 

三次予防 

  薬物治療での関わり            

医   療 



これから薬剤師・薬局として果たす役割 

内科 
診察 

整形外科 
診察 

眼科 
診察 

内科 
診察 

OTC薬 サプリメント 
健康食品 

服用薬の一元的・継続的、全人的な管理・指導 

ライフステージを通した管理・指導 

栄養 
相談 



    地域によって異なる高齢化のスピード 
～７５歳以上人口の変化～ 

埼玉県 千葉県 神奈川県 大阪府 愛知県 東京都 ～ 鹿児島県 島根県 山形県 全国 

2010年 
＜＞は割

合 

58.9万人 
＜8.2%＞ 

56.3万人 
＜9.1%＞ 

79.4万人 
＜8.8%＞ 

84.3万人 
＜9.5%＞ 

66.0万人 
＜8.9%＞ 

123.4万人 
＜9.4%＞ 

25.4万人 
＜14.9%＞ 

11.9万人 
＜16.6%＞ 

18.1万人 
＜15.5％
＞ 

1419.4万人 
＜11.1%＞ 

2025年 
＜＞は割合 
（ ）は倍率 

117.7万人 
＜16.8％＞ 
（2.00倍） 

108.2万人 
＜18.1%＞
（1.92倍） 

148.5万人 
＜16.5%＞ 
（1.87倍） 

152.8万人 
＜18.2%＞ 
（1.81倍） 

116.6万人 
＜15.9%＞ 
（1.77倍） 

197.7万人 
＜15.0%＞ 
（1.60倍） 

29.5万人 
＜19.4%＞ 
（1.16倍） 

13.7万人 
＜22.1%＞ 
（1.15倍） 

20.7万人 
＜20.6%＞ 
（1.15倍） 

2178.6万人 
＜18.1%＞ 
（1.53倍） 

（1,000世帯） （％） 

4,980  
6,008  6,679  7,007  7,298  7,622  

5,403  

6,209  
6,512  6,453  6,328  6,254  

20.0  

23.1  

24.9  
25.7  

26.6  
28.0  

0.0

10.0

20.0

30.0

0

5,000

10,000

15,000

2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 

世帯主が65歳以上の夫婦のみの世帯数 

世帯主が65歳以上の単独世帯数 

世帯主が65歳以上の単独世帯と夫婦のみ世帯の世帯数全体に占める割合 

独居・夫婦のみ世帯の増加 

「認知症高齢者の日常生活自立度」Ⅱ以上の高齢者数の
推計（括弧内は65歳以上人口対比） 

280万人 

（9.5％） 

345万人 

（10.2％） 

410万人 

（11.3％） 

470万人 

（12.8％） 

0
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2010年 2015年 2020年 2025年 

認知症高齢者の増加 

（万人） 



地域包括ケアシステム構築(概念図) 
 

○地域資源の発掘

○地域リーダー発掘

○住民互助の発掘

地域の課題の把握と

社会資源の発掘

地域の関係者による
対応策の検討

対応策の

決定・実行

地域ケア会議の実施

地域包括支援センター等で個
別事例の検討を通じ地域の
ニーズや社会資源を把握

※ 地域包括支援センター
では総合相談も実施。

日常生活圏域ニーズ調査等

介護保険事業計画の策定のため
日常生活圏域ニーズ調査を実施
し、地域の実態を把握

医療・介護情報の
「見える化」
（随時）

他市町村との比較検討

ＰＤＣＡサイクル

量
的
・質
的
分
析

■都道府県との連携
（医療・居住等）

■関連計画との調整
・医療計画
・居住安定確保計画
・市町村の関連計画 等

■住民参画
・住民会議
・セミナー
・パブリックコメント等

■関連施策との調整
・障害、児童、難病施策等
の調整

事
業
化
・施
策
化
協
議

■介護サービス
・地域ニーズに応じた在宅
サービスや施設のバラン
スのとれた基盤整備

・将来の高齢化や利用者数
見通しに基づく必要量

■医療・介護連携
・地域包括支援センターの
体制整備（在宅医療・介
護の連携）

・医療関係団体等との連携

■住まい
・サービス付き高齢者向け
住宅等の整備

・住宅施策と連携した居住
確保

■生活支援／介護予防
・自助（民間活力）、互助
（ボランティア）等によ
る実施

・社会参加の促進による介
護予防

・地域の実情に応じた事業
実施

■人材育成［都道府県が主体］

・専門職の資質向上
・介護職の処遇改善

■地域課題の共有
・保健、医療、福祉、地
域の関係者等の協働に
よる個別支援の充実

・地域の共通課題や好取
組の共有

■年間事業計画への反映

具
体
策
の
検
討

社会資源

課 題 介護保険事業計画の策定等

地域ケア会議 等

□高齢者のニーズ

□住民・地域の課題

□社会資源の課題
・介護
・医療
・住まい
・予防
・生活支援

□支援者の課題
・専門職の数、資質
・連携、ﾈｯﾄﾜｰｸ

厚生労働省資料 



 地域の医療機関の分布、医療機
能を把握し、リスト・マップ化 

 必要に応じて、連携に有用な項
目（在宅医療の取組状況、医師
の相談対応が可能な日時等）を
調査 

 結果を関係者間で共有 

（ア）地域の医療・介護サービス資源の把握 

（イ）在宅医療・介護連携の課題の抽出と 
   対応策の検討 

 地域の医療・介護関係者等が参画する会
議を開催し、在宅医療・介護連携の現状
を把握し、課題の抽出、対応策を検討  

（オ）在宅医療・介護連携に関する相談支援 

 医療・介護関係者の連携を支援するコー
ディネーターの配置等による、在宅医療・
介護連携に関する相談窓口の設置・運営に
より、連携の取組を支援。 

（エ）医療・介護関係者の情報共有の支援 

 情報共有シート、地域連携パス等の活
用により、医療・介護関係者の情報共
有を支援 

 在宅での看取り、急変時の情報共有に
も活用  

（キ）地域住民への普及啓発 

  地域住民を対象
にしたシンポジウ
ム等の開催 

 パンフレット、チ
ラシ、区報、HP
等を活用した、在
宅医療・介護サー
ビスに関する普及
啓発 

 在宅での看取りに
ついての講演会の
開催等  

（カ）医療・介護関係者の研修 

 地域の医療・介護関係者がグループワーク
等を通じ、多職種連携の実際を習得 

 介護職を対象とした医療関連の研修会を開
催 等 

（ウ）切れ目のない在宅医療と介護サービスの 
   提供体制の構築推進 
 
 

 
 

◆地域の医療・介護関係者の協力を得て、在
宅医療・介護サービスの提供体制の構築
を推進 

（ク）在宅医療・介護連携に関する関係
市区町村の連携 

 
 

 
 
 
 

◆同一の二次医療圏内にある市区町村や
隣接する市区町村等が連携して、広
域連携が必要な事項について検討 

例）二次医療圏内の病院から退院する事
例等に関して、都道府県、保健所等
の支援の下、医療・介護関係者間で
情報共有の方法等について協議 等 

○事業項目と取組例 

○ 在宅医療・介護の連携推進については、これまで医政局施策の在宅医療連携拠点事業（平成23・24年度）、在宅医療推進

事業（平成25年度～）により一定の成果。それを踏まえ、介護保険法の中で制度化。 

○ 介護保険法の地域支援事業に位置づけ、市区町村が主体となり、郡市区医師会等と連携しつつ取り組む。 

○ 実施可能な市区町村は平成27年4月から取組を開始し、平成30年4月には全ての市区町村で実施。 

○ 各市区町村は、原則として（ア）～（ク）の全ての事業項目を実施。 

○ 事業項目の一部を郡市区医師会等（地域の中核的医療機関や他の団体を含む）に委託することも可能。 

○ 都道府県・保健所は、市区町村と都道府県医師会等の関係団体、病院等との協議の支援や、都道府県レベルでの研修等によ

り支援。国は、事業実施関連の資料や事例集の整備等により支援するとともに、都道府県を通じて実施状況を把握。 

在宅医療・介護連携の推進 



 
○地域包括支援センターが開催 
○個別ケース（困難事例等）の支援内容を通じた 
①地域支援ネットワークの構築 
②高齢者の自立支援に資するケアマネジメント支援 
③地域課題の把握  などを行う。 

  ※幅広い視点から、直接サービス提供に当たらな 
   い専門職種も参加 
  ※行政職員は、会議の内容を把握しておき、 
  地域課題の集約などに活かす。 
 

 

地域づくり・資源開発 

政策形成 
介護保険事業計画等への位置づけなど 

地域課題の把握 

個別の 
ケアマネジメン
ト 

市町村レベルの会議（地域ケア推進会議） 

事例提供 

 支 援 

サービス 
担当者会議 
（全ての
ケースにつ
いて、多職
種協働によ
り適切なケ
アプランを
検討） 

≪主な構成員≫ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

その他必要に応じて参加 

 
医師、歯科医師、薬剤師、看護師、 
歯科衛生士、PT、OT、ST、管理栄養士、 
ケアマネジャー、介護サービス事業者 など 

 
自治会、民生委員、ボランティア、NPO
など 

医療・介護の専門職種等 

地域包括支援センターレベルでの会議（地域ケア個別会議） 

地域の支援者 

生活支援 
体制整備 

生活支援
コーディネー

ター 

協議体 

認知症施策 

認知症初
期集中支
援チーム 
認知症地
域支援推
進員 

在宅医療 
連携の拠点 

医師会等
関係団体 
医療関係
専門職等 

（参考）平成２７年度より、地域ケア会議を介護保険法に規定。（法第１１５条の４８） 

 ○市町村が地域ケア会議を行うよう努めなければならない旨を規定 
  ○地域ケア会議を、適切な支援を図るために必要な検討を行うとともに、地域において 
自立した日常生活を営むために必要な支援体制に関する検討を行うものとして規定 

    ○地域ケア会議に参加する関係者の協力や守秘義務に係る規定 など 

地域包括支援センター等において、多職種協働による個別事例の検討等を行い、地
域のネットワーク構築、ケアマネジメント支援、地域課題の把握等を推進する。 
※従来の包括的支援事業（地域包括支援センターの運営費）とは別枠で計上 

・地域包括支援センターの箇所数：4,484ヶ所（センター・ブランチ・サブセンター合計7,196ヶ所）（平成25年4月末現在） 
・地域ケア会議は全国の保険者で約8割（1,207保険者）で実施（平成24年度末時点） 

地域ケア会議の推進 



認知症施策推進総合戦略～認知症高齢者等にやさしい地域づくりに向けて～ 

２ 認知症の容態に応じた適時・適切な医療・介護サービス等の提供 
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   早期診断・早期対応のための体制整備 

● 歯科医師等による口腔機能の管理や薬剤師による服薬指導等を通じてこれらの専門家が高齢
者等と接する中で、認知症の疑いがある人に早期に気付き、かかりつけ医等と連携して対応すると
ともに、その後も認知症の人の状況に応じた口腔機能の管理や服薬指導等を適切に行うことを推
進する。このため、歯科医師や薬剤師の認知症対応力を向上させるための研修の在り方について
検討した上で、関係団体の協力も得ながら研修を実施する。 【厚生労働省】 

 
＜認知症施策における『薬局・薬剤師を活用した健康情報拠点』の活用＞ 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【事業名】 薬局・薬剤師を活用した健康情報拠点推進事業 
【実績】 平成２６年度に４７都道府県においてモデル事業を開始 

歯科医師及び薬剤師に
ついては、認知症の早
期発見における役割だ
けでなく、かかりつけ医
と連携して、口腔機能
の管理や服薬指導等を
適切に行う必要 

【目標値】（新設） 
 
（２７年度） 
    歯科医師や薬剤師の認知症

対応力向上を図るための研修
の在り方について検討 

 
（２８年度以降） 
      関係団体の協力を得て研修
実施 



・レセプト情報から 
 対象者を抽出 
・訪問後の効果測定 

①レセプト等情報により選定した重複・頻回受診者等に対して、保健師等による訪問指導を実施することにより、適正受診の促進を図る。 
②レセプト等情報により選定した重複・多量投薬者等に対して、地域薬剤師会の協力を得て、薬剤師等による訪問指導及びその結果を処方 
  医、薬局へのフィードバックを行うことにより、医薬品の適正使用の推進を図る。 
③レセプト等情報により選定した重複・多量投薬者等に対して、医薬品の適正使用について周知広報（飲み残し、飲み忘れ防止等）を行う。 
※①と②の対象者は重なることが想定されるため、その場合には、保健師と薬剤師とがチームで訪問指導を行う。 
※訪問指導後は、レセプト等情報により改善状況を把握し、効果を検証するとともに、必要に応じて再訪問等を実施する。   
※訪問指導対象者の選定基準（例） 
  重複受診・・・・・・・３ヶ月連続して、１ヶ月に同一疾病での受診医療機関が３箇所以上 
  頻回受診・・・・・・・３ヶ月連続して、１ヶ月に同一医療機関での受診が１５回以上 
  重複投薬・・・・・・・３ヶ月連続して、１ヶ月に同一薬剤又は同様の効能・効果を持つ薬剤を複数の医療機関から処方 
  併用禁忌・・・・・・・同一月に複数の医療機関で処方された薬剤に併用禁忌薬がある 
  多量投薬・・・・・・・同一月に１０剤処方以上もしくは３ヶ月以上の長期処方を受けている  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
   

事業概要 

（医療・介護提供体制の適正化） 

 外来医療費についても、データに基づき地域差を分析し、重複受診・重複投薬・重複検査等の適正化を行いつつ、地域差の是正を行う。 

（公的サービスの産業化） 

 民間事業者も活用した保険者によるデータヘルスの取組について、中小企業も含めた企業による健康経営の取組との更なる連携を図り、健康増進、重 

症化予防を含めた疾病予防、重複・頻回受診対策、後発医薬品の使用促進等に係る好事例を強力に全国展開する。 

経済財政運営と改革の基本方針２０１５（平成27年６月30日閣議決定） 

広域連合 

被保険者 

市町村 

事業 
委託 

訪問 
指導 

保健師 
薬剤師等 

重複・頻回受診者、重複投薬者等への保健師、薬剤師等による訪問指導 

平成28年度予算案 ０．９億円 
（平成27年度予算：１．９億円） 

平成26年度～ 

平成27年度～ 
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専門業者 国保連合会 



高齢者の低栄養防止・重症化予防等の推進 

被保険者 

訪問看護ステーション 

保健センター 地域包括支援センター 

薬局 診療所・病院 

専門職 
・低栄養 
・転倒、サルコペニア 
・尿失禁 
・軽度認知障害（MCI） 

・食欲の低下 
・活動量の低下（社会交流の減少） 
・筋力低下 
・認知機能低下 
・多くの病気をかかえている 

（参考）高齢者の特性（例：虚弱（フレイル）） 

 
 
 

閉じこもり、孤食 

意欲･判断力や 
認知機能低下、 
うつ 

低栄養・転倒の増加 
口腔機能低下 

精神的 身体的 

フレイルの多面性 

加齢とともに、心身の活力（例えば筋力や認知機能等）が低下し、生活
機能障害、要介護状態、そして死亡などの危険性が高くなった状態。 

加齢に伴う変化 

社会的 

危険な加齢の兆候（老年症候群） 

○ 低栄養、筋量低下等による心身機能の低下の予防、生活習慣病等の重症化予防のため、高齢者の特性を踏まえた保健指導等を実施。 
○ 後期高齢者医療広域連合において、地域の実情に応じて、地域包括支援センター、保健センター、訪問看護ステーション、薬局等を活
用し、課題に応じた専門職（管理栄養士、歯科衛生士、薬剤師、保健師等）が、対応の必要性が高い後期高齢者に対して相談や訪問指
導等を実施。 

 〈例〉  ・低栄養、過体重に対する栄養相談・指導   ・摂食等の口腔機能低下に関する相談・指導   ・外出困難者への訪問歯科健診 
 ・複数受診等により服用する薬が多い場合における服薬相談・指導 等 

 
 
 

推進のための事業イメージ 

 
 
 

適切な介入･支援により、生活機能の維持向上が可能。 

   低栄養・
過体重、摂食
等の口腔機
能、服薬など 

訪問指導 

相談 

平成28年度予算案 ３．６億円（新規） 経済財政運営と改革の基本方針２０１５（平成27年６月30日閣議決定） 

（インセンティブ改革） 
 民間事業者の参画も得つつ高齢者のフレイル対策を推進する。 
（公的サービスの産業化） 
 民間事業者も活用した保険者によるデータヘルスの取組について、中小企業も含めた企業による健康経営の取組との更なる連携を図り、
健康増進、重症化予防を含めた疾病予防、重複・頻回受診対策、後発医薬品の使用促進等に係る好事例を強力に全国に展開する。 

概 要 
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薬剤師・薬局の評価 

1. 地域住民からの評価 
 

2. 医師からの評価 
 

3. 医療・福祉関係者（他職種）からの評価 
 

4. 保険者からの評価 
 

5. 行政関係者からの評価 
 

 

 

 

 

 



 
 
 

 

・要指導医薬品等を適切に選択できるよう
な供給機能や助言の体制 
・健康相談受付、受診勧奨・関係機関紹介 
等 

・専門機関と連携し抗がん剤の副作用対
応や抗ＨＩＶ薬の選択などを支援 等 

☆ 国民の病気の予防や健康サポートに貢
献 

☆ 高度な薬学的管理ニーズへの対応 

健康サポート機能 高度薬学管理機能 
健康サポート

薬局 

「患者のための薬局ビジョン」 ～「門前」から「かかりつけ」、そして「地域」へ～ 

 

 
 

 

24時間対応・在宅対応 
服薬情報の一元的・継続的把握 

☆ 副作用や効果の継続的な確認 
☆ 多剤・重複投薬や相互作用の防止 

・24時間の対応 
・在宅患者への薬学的管理・服薬指導 

☆ 夜間・休日、在宅医療への対応 

 

 

 

☆疑義照会・ 
  処方提案 

☆副作用・服薬状
況のフィードバック 

※ 地域の薬局・地区薬剤師会との連携のほ
か、 へき地等では、相談受付等に当たり地
域包括支援センター等との連携も可能 

○ ＩＣＴ（電子版お薬手帳等）を活用し、 
 ・患者がかかる全ての医療機関の処方情 
 報を把握 
 ・一般用医薬品等を含めた服薬情報を一 
 元的・継続的に把握し、薬学的管理・指導 

医療機関等との連携 ☆医薬品等に関する相談
や健康相談への対応 

☆医療機関への受診勧奨 

かかりつけ薬剤師・薬局 

・医療情報連携ネット
ワークでの情報共有 



ジェネリッ
ク医薬品 

在宅医療
環境整備 

経営基盤 

資本力 

薬学6年
制度 

生涯教育 

多職種・
チーム 
医療 

医療法 

医薬品医
療機器法 

疑義照会 

適正使用 

薬学的 
知見 

薬局 

インフラ  

薬歴管理 

服薬指導 

医薬分業
制度 

分業率 

2025年に向けた地域完結型の薬局・薬剤師像 

国民・新たな地域医療・包括ケアシステムの要求 

薬歴 
未記載 

無資格 
調剤 

敷地内 
薬局 

定着状況 
調査 

薬局・薬剤師 地域薬剤師会 
プロフェッショナルオートノミー 

関係法規・制度・規制 



受診 
受診 

診断・治療 
処方箋発行 

かかりつけ医を中心とした
チーム医療の中で、かかり
つけ薬剤師は薬の専門家
の視点で患者を支える 

かかりつけ薬局による医薬品の一元的管理 

病院 

診断・治療 
処方箋発行 

かかりつけ医・診療所等の 
医療機関 

患者 
調剤薬、OTC医薬品等の供給 

セルフメディケーションの推進・支援 
情報提供、薬学的指導 

重複投与 
相互作用のチェック 

OTC 

要指導医薬品 
一般用医薬品等の供給 

処方箋提出 
※複数の医療機関に
かかる場合は、複数
枚の処方箋を提出 

在宅訪問 

看護師・ケアマネジャー
等の他職種 

連携 

く
す
り 

 薬局 

  

かかりつけ薬剤師・薬局 

行政・保険者 
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